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結びにかえて

はじめに

　　　　　　　　　１）
　これまで産業組織を検討するとき，もっ ぽら一国の枠組を前提にして考えてきた。し

かしながら，現代の産業組織がますます国際的広がりをもっ てきているという玩実を無

視しては，産業組織論を語りえなくな ってきている 。

　このことは，個別産業において能動的働きを演じている企業が，ますます国際化し続

けていることと密接に関連している。企業の国際化は，輸出段階，多国籍企業段階を越
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
えて，グ ローバル段階に達しようとしているといわれている。このように，企業の活動

（７２１）
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が国境を越えていくとき，各国単位毎に形成されてきた産業組織は，他国の産業組織と

関連しあうようになる。なぜなら，複数の企業が複数の国の産業組織で活動を行うよう

になるためである。結論を先取りして言うならぱ，「企業のグ ローパル化」が「産業組

織のグ ロー バル化」を引き起こしているという事態が，進展しているわけである 。

　ところで，企業のグ ローバル化はこれまで数多く論じられてきたが，産業組織のグ ロ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
一バル化について十分に論じられてきたとはいえない。また，企業のグ ローバル化と産

業組織のグ ロー バル化の関係についても ，いままで十分区別して論じられてはこなか っ

た。

　本稿の課題は，産業組織のグ ローバル化とはいかなる事態を指しているのかを明らか

にし，同時に企業のグ ローバル化と産業組織のグ ローバル化の関係を，それぞれの独自

的性格と両者の相互関連性という点で明らかにすることである 。

　そのために，まず，企業のクローハル化を論じてきた多国籍企業論を産業組織論的視

角から検討する。次に，産業組織のグ ローバル化についての先行的研究を行っているＭ ．

Ｅ． ポーターの所説を批判的に検討し，筆者のｒ産業組織のグ ローバリゼーション」理

解の提示を行う 。そして最後に，産業組織のグ ローパル化がいったいどのような段階に

たっしているのかを，明らかにする 。

　　１）本稿で産業組織という場合，それは鉄鋼産業や自動車産業といった個別産業のことを指し

　　　ている 。

　　２）　こうした企業の発展段階についての理解は，経済同友会［昭和６０年度 ・企業白劃１９８６年 ，

　　　５５べ一ジを参照 。

　　３）産業組織の国際化に関する最近の検討については，西田稔『日本の技術革新と産業組織』

　　　 ミネルヴ ァ書房，１９８７年，第９章 ：新飯田宏 ・後藤晃 ・南部鶴彦編丁日本経済の構造変化と

　　　産業組織』東洋経済新報杜，１９８７年，第１章 ：坂本和一『現代工業経済論』有斐閣，１９８８年

　　　を参照 。

Ｉ　多国籍企業論における「企業のクローハル化」

　〔１〕企業国際化の発展段階

　玩代（生産）企業，とくに巨大企業が持続的成長および利潤のよりいっそうの増大を

はかるためには，基本的に次の２つの方法がある。新たな事業分野に乗り出すか，ある

いは外国市場に新たな活動の部面を広げるかの２つである。前者は，アメリヵではＭ

（７２２）
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＆Ａ，しかも最近ではＬＢＯといった手法によって行われ，日本ではＭ＆Ａも増えつ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）つあるか，既存事業関連的でかつ子会杜設立なとによっ て行われることか多い。後者は ，

輸出や対外直接投資といっ た方法で外国市場に参入するわけである 。

　以下では，ある企業がその持続的成長を維持するために後者の方法，すなわち企業国

際化をどのように進めていくのかを，簡単に述べることにする 。

　ある一つの企業が国際化をはかるとき，輸出から開始することが一般的である。それ

まで，ある企業が活動してきた国内市場の拡大速度が低下したり ，それ以上市場占有率

の増大が望めない状況になると ，その企業は外国市場にその企業が生産している製品の

販路を求めるようになる。もちろん，これまで国内市場で築いてきた地位は保持しつつ

も， 新たな企業の発展の活路を外国市場に求める。それをまず，輸出という形態で果た

すわけである。これは，その企業が有している外国企業に比較しての，何らかの優位性 ，

価格が安い，機能やデザインあるいはサービスといった側面での製品差別化，などを武

器にして輸出を行うということである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）　企業か輸出を行う理由を，比較生産費説や利潤率低下の法則から説明する議論かある

が， ここでは，企業がその持続的成長のためにまず，輸出という形態でもっ て外国市場

に乗り出すということを確認しておく 。

　次に，企業がさらに外国市場における自らの位置を引き上げようとするとき行うのは
，

対外直接投資であり ，とくに生産体制の一部分を外国に移転することである。これを企

業の経営戦略の主要な柱としたのは，第二次世界大戦後のアメリカ企業であ った。アメ

リカ企業は，それまでもヨーロッパやその他の国（あるいは当時の各国の植民地）に直接

投資を行 っていたカミ，第二次世界大戦後とくに１９５０年代後半以降に，生産子会杜を ヨー

ロッパやその他の発展途上国にきわめて大量に設立するようにな った。この事態をもっ

て， 企業の多国籍化，多国籍企業の出現と言ったわけである 。

　企業が生産部門の一部を外国に移転するということは，１つないし２つく“らいの国

（あるいは地域）から行われる。それは，市場獲得のための場合と ，単なる生産基地の場

合がある。前者は，貿易摩擦などの事態に直面して進出せざるをえなくなる場合と ，企

業の独自の経営戦略に沿って進出が図られる場合がある。後者の生産基地の場合は，低

賃金や安価な資源を目的としてその国に進出する。いずれにしても ，その企業活動の大

半は母国にあり ，その延長上に生産子会杜も ，位置づけられているにすぎない段階の企

業国際化である 。

　このような段階から，徐 々に生産子会杜は増大していくわけで，結果として企業は次

（７２３）
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のような形態をとるまでになる。すなわち，グ ローバル企業形態である。グ ローバル企

業は，世界中に生産子会杜，販売子会杜，研究所，金融子会杜などを設立し，それらを

本国に存在する様々な部門と一体化しながら，本杜が中枢機関とな って制御する一つの

有機体のような存在である。それは，多国籍企業として説明されてきた企業形態を越え

る存在として位置づけられるものである。現在，企業が直面しているのは，このような
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
多国籍企業からグ ローバル企業への発展をいかに図るかという問題である 。

　〔２〕　多国籍企業論について

　以上，明らかにしてきた企業国際化の玩実を，国際経済論は様々に議論してきた。こ

こでは，多国籍企業論の議論に限定して，その成果を整理する 。

　多国籍企業論は，第二次世界大戦後に顕著になった企業の対外直接投資による国際的

活動のいっそうの発展をいかに説明しうるのかをめぐっ て論じられてきている。具体的

には，アメリカ系企業の国際的活動が，発展途上国のみならず西 ヨーロッバにおいて広

範に展開した１９５０年代後半から，西 ヨーロッバの企業が逆にアメリカにも大挙して進出

する１９６０年代へかけて，その企業行動をどのように説明しうるのかが問題にされた 。

　それぞれの論者の立場や視角の相違によっ て多くの研究が成されてきている多国籍企

業論の整理も ，ギルヒソ（・・
、１，１

お，

ラル（・・
。掲

，ロウソー・（・・・・…
劃をはじ

めとして，様々な論者が行っている 。

　ここでは，ごく簡潔に多国籍企業論の整理をしてみたい。（１）プ ロダクト ・サイクル理

論，（２）内部化理論，（３）帝国主義モデル，（４）発展段階的多国籍企業論，そして（５）寡占理論 ，

を取り上げる 。

　（１）プ ロダクト ・サイクル理論

　　　　　　　　　７）　ハーノソ（Ｒ　ＶｅｍＯｎ）かうちだしたこの議論は，製品のライフサイクルに注目し，こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
れをアメリカ企業の多国籍企業化と結合したところに最大の特徴がある。すなわち，あ

る製品のライフ ・サイクルを導入期 ・成熟期 ・標準化期にわけ，その製品の生産基地が

アメリカから他の先進工業国へ そして発展途上国へ移行していく 。これが，アメリカ

企業の多国籍企業化を説明する論理であるというものである 。１９５０年代から１９６０年代に

かけてのアメリカ企業の多国籍化という行動を実際うまく説明している 。

　　　　　　　　　　　　９）
　しかし，佐藤定幸氏が指摘しているように，この議論は次のような問題点を有してい

る。 アメリカ企業の圧倒的な技術開発力は永遠に持続する，という前提に立っていると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７２４）
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いうことである。このことから，西 ヨーロッパ諸国や日本，あるいはその他の発展途上

国企業の多国籍化という１９６０年代後半以降の現実を説明することができなくな ったわけ

である 。

　いま一つは，先進資本主義国への多国籍企業の相互浸透を説明できないという問題が

ある。西 ヨーロッバ諸国や日本の企業のアメリカヘの進出といっ た事態は，この議論の
　　　　　　　　１Ｏ）
射程外の現実である 。

　（２）内部化理論

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
　バッ クレー；カ ッソン（Ｐ

．Ｊ ．Ｂ
・・ｋ１・ｙ・ｎｄ　Ｍ．Ｃ

．Ｃ
・…ｎ）は，多国籍企業の存在理由や行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
動様式を説明する理論的枠組として，ウィリアムソン（Ｏ．Ｅ ．Ｗｉ１１ｉ・ｍ・・ｎ）が発展させた

ｒ取引 コスト」論による多国籍企業研究を提起した。取引 コスト論のエッセンスは，あ

る取引（資源配分）において，その市場での取引に際して発生する コストが内部組織で

の資源配分に際して発生するコストより高くなるとき，企業はそれを自己の組織内部に
　　　　　　　　　　　　　　　１３）
取り込んでしまうというものである。いいかえれぼ，資源配分を行っていく際に，市場

原理か企業組織原理かのどちらを企業が選択するかの基準を，取引 コストと内部化費用

の高低に求めるのが内部化理論である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
　企業が何故多国籍化するのかを内部化理論によっ て説明したラグマソ（Ａ・Ｍ・Ｒｕｇｍ・ｎ）

によると ，企業が多国籍化するかどうかは次の基準によるという 。受人国となる外国で

の商品の通常 コストと外国で事業活動を行う外国企業の追加的 コストが本国での商品生

産の通常 コストと輸出マーケ ッティソグ コストより低く ，かつ前者が受入国となる外国

での商品生産の通常 コストとライセンス供与によっ て企業特殊的優位性が危険にさらさ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
れることに伴う知識消散 コストより低い場合である 。

　内部化理論は，企業の多国籍化の現実をうまく説明するものとして，現在では多くの

論者が注目している議論である。ただし，あくまでも内部化理論はある特定の企業が何

故多国籍化しているのかを説明することを目的としており ，のちに紹介する寡占理論の

ように企業間競争の視角は有していない 。

　（３）帝国主義モデル
　　　　　　　　　１６）
　ロウソーンによれぱ，帝国主義モデルには，アメリカ大帝国主義モデルと帝国主義諸

国家間対立モデル，超帝国主義モデルがあるとしている。アメリカ大帝国主義モデルは ，

「支配的なアメリカ資本とヨーロッパ資本，日本資本との同盟体がアメリカ指導のもと

（７２５）
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に統一された帝国主義，つまり『アメリカ大帝国主義』をつくり出し，その中では資本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
主義諸国家間の矛盾は重要な意味を持たなくなりつつある」という考え方である。バラ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
ノ＝スウイーソー（ＰＡＢａｍａｎｄＰＭＳｗｅｅｚｙ）やセルハノーノユレヘ ール（ＪＪＳ
　　　１９）
Ｓｃｈｒｅ１ｂｅ・）か主要な論者である 。

　帝国主義諸国家間対立モデルは，「どの多国籍企業とい っても，その属する国の国家

主権によっ て擁護されており ，多国籍企業対多国籍企業の闘いはあくまでも先進資本主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
義諸国間で起こるのであ って，それは『帝国主義諸国家間の対立』にほかならない」と

考えるモデルである。マン デル（Ｅ．Ｍ、、
ゐ３が主要な論者である

。

　最後の超帝国主義モデルは，「純経済的立場からすれば，資本主義がなお一つの新し

い段階として生成することは否定できない。われわれはこの超帝国主義なる一段階が生
　　　　　　　　　　　２２）
成することは否定できない」というカウツキー（Ｋ－Ｊ，Ｋ・ｕｔ・ｋｙ）の考え方を引いているモ
　　　　　　　　　　２３）
デルである。ロウソー１■が主要な論者である 。

　これらの帝国主義モデルは，いずれにしても資本主義の発展段階を帝国主義としてと

らえ，この段階での多国籍企業の位置や役割に言及していることが特徴である 。

　（４）発展段階的多国籍企業論

　これまで紹介してきた多国籍企業論は，その存在理由と行動様式を，それぞれの視角

から肯定的にあるいは批判的に明らかにしている。ここで検討するのは，発展段階的多
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
国籍企業論とでもいうべき，バールミュッ ター（Ｈ．Ｖ．Ｐ・・１ｍｕｔｔ・・）の多国籍企業論であ

る。

　パー ルミュッ ターによれぱ，企業の多国籍化は次のような段階を経て，発展していく 。

０本国志向型多国籍企業（Ｅｔｈｎ…ｎｔ・ｉ・ ＭＮＥ），　現地志向型多国籍企業（Ｐ・１ｙ・・ｎ位ｉ・

ＭＮＥ），　地域志向型多国籍企業（Ｒ・ｇ１…ｎ位１・ ＭＮＥ），　世界志向型多国籍企業
（Ｇｅｏ・ｅｎｔｎｃ　ＭＮＥ），である。ハールミュソ ターか注目しているのは，経営者の心理状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
や視野の広がりがその企業の国際活動に投影されるということである 。

　経営者の心理状況や視野の広がりに注目することの是非はともかく ，多国籍企業の存

在形態を発展段階論的に捉えることは重要である。また，パールミュッ ター は， 多国籍

企業を発展段階的に把握すると同時に，世界的産業システムが出現するとしている。第

１段階は国内志向的世界産業 システムの時代（１９７０～１９８０）であり ，第２段階は２国籍 ，

３国籍および地域的世界産業 システムの時代（１９８０～１９９０）であり ，第３段階は世界志
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
向的および世界統一的世界産業 システムの時代（１９９０～？）である。この議論の内容に

（７２６）
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は疑問があるが，フレームワークとして十分検討するに値する 。

７１

　（５）寡占理論

　　　　　　　　　２７）
　ハイマー（Ｓ．Ｈｙｍ・・）を代表的論者とする寡占理論は，企業の多国籍化を次のように

説明している。対外直接投資を行う企業は，現地国における既存の企業に対してなんら

かの優位性を持つ必要があるが，国際的な寡占市場における企業は，他国の企業が自国

に進出してきて一方的に優位に立つことを回避するために，自ら相手副こ進出していく

という行動をとる 。

　従 って，ヨーロッバ企業の成長率がアメリカ企業の成長率より高いという事実は，ア

メリカ企業に ヨーロッパ市場へ進出させる動機とな ったし，アメリカ企業の対外直接投

資という挑戦は，ヨーロッパ企業のアメリカ市場進出の動機となる。ハイマー はこうし

た論理でもって，アメリカ企業とヨーロッパ企業の互いの市場への相互浸透状況を説明

している。つまり ，寡占企業間競争の論理を，企業の国際的展開の領域にまで拡張して

いるわけである 。

　寡占理論は，米欧双方の企業が対外直接投資を相互に行い，相互浸透を引き起こして

いるというプ ロダクト ・サイクル理論が説明出来なかった現実をうまくクリアしている

理論的枠組みである。また，こうした企業間競争論的視点は，プ ロダクト ・サイクル理

論や内部化理論には見られないものである 。

　〔３〕　産業組織論的視角から見た多国籍企業の特徴

　まず，企業の国際化を発展段階的に把握しているバールミュッ ターの議論は注目に値

する。〔１〕で述べている企業の発展段階の多国籍企業化以降をパールミュッ ター は，

０本国志向型，　現地志向型，　地域志向型，＠世界志向型の４段階にわけて論じてい

る。 分け方の是非はともかく ，このように多国籍企業の発展段階に注目して議論するこ

とは多国籍企業の現状をリアルに把握するために欠かすことのできない議論である 。

　さて，多国籍企業論は一企業がどのように国際化していくのかという問題を明らかに

してきた。しかし，多国籍企業，とくに欧米多国籍企業が相互に相手市場に進出してい

るという第二次世界大戦後の新しい現象がもたらす新しいレベルでの企業間競争として

十分論じられているかといえは，そうてはない。いわは，多国籍企業間関係論としての

視点がこれまで十分あ ったわけではない 。

　この点を，産業組織論が有する視角との関係で検討する。産業組織論は，周知のよう

（７２７）
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に市場構造，市場行動，市場成果という３つの基本概念から構成されており ，根本的に

は市場構造が市場行動，市場成果を，そして市場行動が市場成果を本質的に規定すると

いう考え方である。当然のことながらこの関係は一方通行ではなく ，反作用もあるが ，

とにかく基本的関係は市場構造か市場行動と市場成果を規定し，市場行動か市場成果を

規定する関係が主要な因果関係である 。

　この考え方の限界については，すでに多くの論者によっ て論じられているところであ
２８）

る。 しかし，ここでの産業組織論的視角の重要性の指摘は，この議論が有している限界

性の側面ではなく ，産業組織論のもつ企業間関係論的性格ともいうへき優位性の側面を

述べたものである。産業組織論は売手問競争，買手間競争，売手と買手問競争の３つの

側面の競争関係をそれぞれの企業の数と集中度でもっ て図ろうとする。産業組織論が重

視する市場構造は，売手企業の数と集中度を問題としている。つまり ，産業組織論的視

角といった場合，このような企業間関係での具体的あり様か問題にされねはならないと

いうことを意味している 。

　それでは，多国籍企業論がこのような視角，すなわち企業間競争論的視角をゆうして

いるかといえばそうではない。最後に取り上げた　のハイマーらが主張する寡占理論は

そのような視角を有しているといえよう 。しかし，ハイマー にしても ，産業組織自体が

グロー パルにな ったかどうかについて検討しているわけではない。何故なら，多国籍企

業の行動原理がどのようなものであるのかに着目して議論しているからである
。

　　１）　日本の子会杜設立については，坂本和一・ 下谷政弘編著［現代日本の企業グル ーブー「親

　　　 ・子関係型」結合の分析一』東洋経済新報杜，１９８７年を参照。アメリヵのＭ＆Ａの動向に

　　　ついては，Ｌ　Ｌｏｗｅｎｓｔｅｍ，閉〃５ 脇ｏ惚ｚリ肋肌ｏ〃３肋〃，Ａｄｄ１ｓｎｏ－
Ｗｅｓ１ｅｙ　Ｐｕｂ１１ｓｈｍｇ

，

　　　 １９８８（奥村宏監訳［ウォールストリート ・ゲーム』ダイヤモンド杜，１９８９年）を参照 。

　　２）鈴木重靖編［現代貿易理論の解明ｊ大月書店，１９８７年，序章 。

　　３）　グローパル企業を多国籍企業と区別しているのは，本文でも指摘しているように，企業の

　　　発展段階に注目する必要があると考えているからである 。

　　４）Ｒ　Ｇ１ｌｐｍ，び８戸ｏ閉７舳３丁加〃〃幻刎１０舳１Ｃｏ〃ｏ刎舳，Ｍ
ａｃｍ１１１ｍ　Ｐ

ｒｅｓｓ，１９７５（山

　　　崎清訳［多国籍企業の没落」ダイヤモンド杜，１９７７年）

　　５）　Ｓ　Ｌ
ａ１１
，“Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｇ　Ｃｏｕｎｔｎｅｓ　ａｎｄ　Ｆｏｒｅ１ｇｎ　Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ

，’’

Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｇ　Ｃｏｕｎｔｒ１ｅｓ　ｍ　ｔｈ
ｅ

　　　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｍ１Ｅｃｏｍｍｙ，Ｍ
ａｃｍｌ１ｌａｎ　Ｐ

ｒｅｓｓ，１９８１

　　６）Ｂ　Ｒｏｗｔｈｏｍ，“Ｉｍｐｅｍ１１ｓｍ　ｍ　ｔｈｅ１９７０ｓ－Ｕｍｔｙ　ｏｒ　Ｒ１ｖａ１ｒｙ？” Ｎｅｗ　Ｌｅｆｔ　Ｒｅｖ１ｅｗ，Ｓｅｐ－

　　　０ｃｔ，１９７１

　　 ７）Ｒ　Ｖｅｍｏｎ・８ｏ閉閉ｇ〃ツ〃肋ツＴゐ３〃〃伽肋ｏ舳Ｚ助閉３げび８Ｅ肋〃７楓１９７１（雷

　　　見芳浩訳『多国籍企業の新展開，追いつめられる国家主権』ダイヤモンド杜，１９７３年）

　　８）””，ｐ．９２（邦訳，１０５べ 一ジ）

（７２８）
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９）佐藤定幸『多国籍企業の政治経済学』有斐閣，１９８４年，３３ぺ 一ジ
、

１０）　同上，３４ぺ 一ジ 。

Ｈ）Ｐ
・Ｊ・Ｂｕｃ

ｋ１ｅｙ
・・

Ｍ・ Ｃ・ Ｃａｓｓｏｎ，丁加ル肋６ げ肋６〃〃Ｚ伽〃ｏ舳Ｚ　Ｅ〃卯ブ叔１９７６

１２）Ｏ・Ｅ・Ｗｉ１１ｉａｍｓｏ叫〃ｏ伽なｏ〃〃伽〃松Ｆ
ｒｅｅ　Ｐ

ｒｅｓｓ，１９７５（浅沼萬里 ・岩崎晃訳『市

　場と企業組織』日本評論杜，１９８０年）

１３）〃泓、Ｃｈ．２（邦訳，第２章）

１４）Ａ・Ｍ・Ｒｕｇｍａｎ・１〃３肋丁加〃〃伽刎ゴｏ〃ｏ
ゐ，
１９８１（江夏健一・ 中島潤 ・有沢孝義 ・藤沢武

　　史訳『多国籍企業と内部化理論』ミネルヴァ 書房，１９８３年）

１５）〃〃、Ｃｈ．３（邦訳，第３章）

１６）　Ｂ．Ｒｏｗｔｈｏｍ
，ｏ声６北

１７）宮崎義一一『現代資本主義と多国籍企業』岩波書店，１９８２年，４９べ 一ジ 。

１８）Ｐ・Ａ・Ｂａｒ肌・Ｐ・Ｍ・Ｓｗｅｅｚｙ，〃ｏ〃砂ｏりＣ砂伽４Ｍｏｎｔｈ１ｙ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｐｒｅｓｓ，１９６６（・」・原敬士

　訳『独占資本』岩波書店，１９６７年）

１９）Ｊ ・Ｊ・Ｓ ・Ｓｃｈｒｅｉｂｅｒ，〃Ｄ批Ａ肋ｒ加払１９６７（林 ・吉崎訳ｒアメリカの挑戦』タイム ・ラ

　イフ ・インターナショ ナル ，１９６８年）

２０）宮崎義一 前掲書，５０べ 一ジ 。

２１）Ｅ・Ｍａｎｄ
ｅ１
・厄〃ｏ〃伽ｒ舳Ａ舳〃６０ｊ　Ｃｏ倣〃肋ｏ狐 げ１卿６ブ〃あ刎，Ｎｅｗ　Ｌｅｆｔ　Ｂｏｏｋ ｓ，

　１９７０（石崎昭彦 ・鬼塚豊吉訳『現代資本主義の抗争』東洋経済新報杜，１９７２年）

２２）Ｋ　Ｊ　Ｋａｕｔｓｋｙ，“Ｄｅｒ　Ｉｍｐｅｎａ１ｌｓｍｕｓ ，” Ｎｅｕｅ　Ｚｅｌｔｓ，ＸＸＸＩＩ，２．１９１４（波多野真訳ｒカウノ

　キー『帝国主義論』」『武蔵大学論集』第１３巻第５号，１９６６年，１７８－１７９へ 一ソ）

２３）Ｂ．Ｒｏｗｔｈｏｍ，ｏ声泓
２４）Ｈ・Ｖ・Ｐｅｒ１ｍｕｔｔｅｒ，“Ｔｏ血ｕｏｕｓ　Ｅｖｏ１ｕｔｉｏｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｍｕ１ｔｉｎａｔｉｏｎａｌ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，” Ｃｏ１ｕｍｂｉａ

　Ｊｏｍａ１ｏｆ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｂｕｓｍｅｓｓ，Ｊａｎ－Ｆｅｂ，１９６９

２５）　　１６ゴ〆
，ｐ
，５７

２６）Ｈ　Ｖ　Ｐｅｒ１ｍｕｔｔｅｒ，“Ｔｈｅ　Ｍｕ１ｔｍａｔ１ｏｎａ１Ｆ１ｍ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｆｕｔ皿ｅ ，” Ｔｈｅ　Ａｎｎａ１ｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ａｍｅｒ

　１ｃａｎ　Ａｃａｄｅｍｙ　ｏｆ　Ｐｏ１１ｔ１ｃａ１ａｎｄ　Ｓｏｃ１ａ１Ｓｃ１ｅｎｃｅ　Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ１９７２，ｐｐ１３９－１５２

２７）　 Ｓ・ Ｈ・ Ｈｙｍｅ、丁加１〃６閉〃ゴｏ舳１０ク“〃三〇舳 〆Ｎ〃ゴｏ舳Ｚハ７刎ポＡ８切伽〆Ｄ加ｄハｏ帷
　妙１〃閉肋３砥１９７６（宮崎義一訳『多国籍企業論』岩波書店，１９７９年）．寡占理論の立場を

　取る他の代表的論者にＣ．Ｐ．Ｋｉｎｄ１ｅｂｅｒｇｅｒ がいる 。

２８）例えぼ，西田稔「産業組織論の新しい動向と産業研究」『産業学会年報　第１号』１９８５年

　を参照 。

皿　産業組織のグローバル化

〔１〕　Ｍ．Ｅ ．ポーター の研究

企業の国際戦略を分析するにあた って，「産業」をその単位としたのは，ポーター

（７２９）
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（Ｍ　Ｅ　Ｐｏ廿・・）である。結論からいうと ，ポーターか主張した点は，産業をｒ競争戦略の

獲得と喪失の場」と捉え，国際競争のパターソが産業ごとに異な っているということで

ある 。

　現在，ポーターはハーバード ・ビジネス ・スクールの正教授として，企業戦略につい

ての数多くの業績を上げている。ポーター は当初，ケイブス（Ｒ
・Ｅ．Ｃ・…）とともに ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
次のような産業組織論批判を行っている。市場構造一市場行動一市場成果の関係が一方

的因果関係であるとしてきた産業組織論の枠組みを，双方的因果関係であると批判し ，

さらには同一産業においても異な った行動様式をとる企業のグループが存在し，グルー

プ間には障壁があるとして，参入障壁論をさらに深める研究を行な っていた。後者の移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
動障壁論は，その後のポーターの著書『競争の戦略』（１９８０年）における戦略グループ論

として精致化されていく 。

　ポーターの『競争の戦略』は，産業を異なる戦略グループの集合として把握し，グル

ープ問の競争関係を明らかにしている。新規参入 ・交替製品の脅威 ・売手の交渉力 ・顧

客の交渉力　競争業者間の敵対関係の５つの競争要因に対する企業の戦略上の相違か戦

略グループ間には見られ，その間には移動障壁があるという主張を行っている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　さらにポーター は， 『競争優位の戦略』（１９８５年）で，価値連鎖理論にもとづく企業に

おける競争優位のあり様を検討している。価値連鎖（Ｖ
・１ｕ・ Ｃｈ・ｍ）理論は，企業の行動

を製品設計，製造，マーケ ッティソグ，流通といった別 々ではあるが，相互に関連しあ

った価値活動に分解し，それぞれの連結関係を明らかにしようとするものである。この

価値連鎖の検討によっ て， 企業の競争優位をいかに形成すべきかを説明するわけである 。

　これらの研究と同時にポーター は， 企業の国際競争についての研究を進めている。以

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
下で紹介する「グ ローバル業界における競争」（１９８６年）という論文もそのような研究成

果の一つである 。

　ポーター は， 上述の論文で次のように主張している。国際腕争のハターノは産業ごと

に異な っており ，マルチ ・ドメスティック産業とグ ローバル産業に分類できる。前者を ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
「各国（または小国群）における競争は，それ以外の国の競争とは無関係に行なわれる」

ような産業，後者を，「一つ国での企業の競争上の地位が他の国での競争上の地位によ

　　　　　　　　　　　　　　　　６）
って大きな影響をうけるような産業」，と定義つげている。そして，それぞれの国際腕

争戦略を次のように整理している。マルチ ・ドメスティック産業では，親会杜は，国際

的活動をポートフォリオのように管理すべきだし，そのための高度の自律性を持つ戦略

をとるべきである。これに対して，グ ローバル産業では，世界全体での企業活動の配置 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７３０）
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いくつかの国で行われている活動を互いにどのように調整するか，あるいはその両方を

通じて，その国際的影響力から競争優位を獲得しようとする戦略をとるべきである。前

者は食料品や家庭用品といった包装消費財を生産する産業が代表的であり ，後者は先端

技術製品や産業用半製品を生産する産業，あるいは自動車や電卓などの耐久消費財産業

が代表的である 。

　このようにそれぞれの産業とそこでの競争戦略を特徴づけた上で，国際競争のパター

ンがマルチ ・ドメスティックだけからマルチ ・ドメスティックとグ ローバルとの並存状

態に変化しており ，現在では，グ ローバル戦略が優勢になりつつあるとしている。さら

に， グロー バル戦略にマイナスに働く構造的特性として政府をあげているものの，その

偏狭さによっ ても妨げられない環境が生まれつつあると主張している 。

　〔２〕　ポーターの議論の特徴

　ポーター の議論の核心は，企業の国際戦略というものは産業の特徴によっ て変える必

要があるということである。マルチ ・ドメスティック産業とグ ローバル産業という２つ

のタイプの産業のあり様を，国際競争との関連で析出し，それぞれ別の国際戦略が取ら

れなければならないことを指摘している 。

　Ｉの産業組織論的視角からの多国籍企業論検討において，企業間競争論的な視角にこ

れまでの多国籍企業論の多くが欠けていたことを，筆者は指摘した。さらにここで，従

来の多国籍企業論において，産業ごとに企業の国際戦略は異なるという視角の欠落をあ

げることができる。この視角は，ポーターらの研究によっ て取り上げられたものである 。

　ただし，ポーター の議論は，あくまでも企業にとっ てその産業がどのような特徴を有

しているかを問題にしており ，産業（組織）それ自体がグ ローバル化するということの

独自の意味を検討しているわけではない。いいかえれぼ，多国籍企業論における議論の

され方の欠落を指摘しているわけである 。

　ポーター自身，従来の多国籍企業論の議論の弱点を次のように述べている。「見知ら

ぬ国への参入のための投資積み増し決定の手掛かりはある程度つかめるにしても ，基本

的国際戦略をどうつくるか，どのように個別戦略を選ぶべきかについては，穴だらけの

知識しかもっ ていない。いいかえると ，多国籍企業になる問題にはくわしいげれども ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
現実の多国籍企業を経営する戦略には無知」である。こうした点から従来の多国籍企業

論を批判し，企業が実際に活動をくり広げる場である産業の特徴から企業がとるべき国

際戦略を明らかにした 。

（７３１）
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　従って，ポーター は， 産業組織それ自体がグ ローバル化するということが，各国の産

業組織にどのような影響を与えるようになるのかを明らかにしたわけではないことを ，

確認しておく必要がある。ポーターが論じているのは，あくまでも多国籍企業がとるべ

き国際戦略のあり様との関係で，産業の国際化のバターソを論じているということであ

る。

　以下では，ポーターの産業国際化の２つのタイプ化という議論を手がかりにしたがら ，

産業組織の国際化という問題をどのように捉えるべきかを明らかにしよう 。

　〔３〕　産業組織のグ ローバル化と企業のグ ローバル化の関係

　まず産業組織のグ ローバル化とはいったいどのような事態を指すのかを述べる。つい

で， 通常，問題とされる企業のグ ローバル化と産業組織のグ ローパル化の関係について

の理解を明らかにする 。

　（１）産業組織のグ ローバル化

　産業組織のグ ローバル化とは結論的にいうと ，基本的に個々の国単位で形成されてき

た産業組織が関連しあい，世界的に「単一性」を持ったものを志向していくことである 。

もちろん，産業組織がグ ローバル化 ・「単一化」するとい っても ，各国経済が一体化し

てしまい，「ボーダーレス」な産業組織が出現するということまでを意味しているわけ

ではたい。とくに政府の保護主義的政策は，グ ローバル化に反対する作用を生み出す

（政府が，企業の進出を雇用機会の拡大として歓迎する側面もある）。 いわゆる経済の論理に対

する政治の論理がたちあらわれるのであるが，これはグ ローバル化によっ て負の経済的

影響を受ける各国の国民の圧力が大きく影響している。さらにすべての産業組織がグ ロ

ーバル化するというわげでもたい。以上をふまえた上で，各国産業組織がきわめて密接

な関連をもち，その関連抜きにはもはや産業組織の諸問題は語れたくな っているという

ことを，ここでは述べているわけである。以下，具体的に説明していく 。

　産業組織のグ ローバル化とは，市場と生産のそれぞれがグ ローバルな性格をもつよう

になるということである。市場のグ ローバル化を理解するには，世界市場を各国市場の

単純な和であると提える従来的な把握の仕方ではなく ，各国市場の融合化がはかられる

という把握の仕方が必要である。各国市場の単純和ではなく ，「単一化」の方向をたど

りつつあるという把握である。ポーター的にいうならぱ，前者はマルチ ・ドメスティッ

ク市場，後者はグ ローパル市場である。世界各国で同一製品仕様の製品を販売するよう

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７３２）
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な戦略を諸企業がとりだすということは，市場のグ ローバル化を大きく進展させる 。

　他方，生産のグ ローバル化とは，企業が生産に関わる経営資偲の配分を全世界的視野

に立って行うようになることである。つまり生産活動を，世界中の様々な国や地域の条

件の違いを利用して，最適となる組み合せで行うようになることである。企業の生産 シ

ステムが全世界的 レベルで構築されるということであるが，具体的には購買や研究開発 ，

資金調達のグ ローパル化をも含んでいる。一企業が独自にそのようなシステム を構築す
　　８）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
る場合と ，複数の企業が様々な手段で提携してそのようなシステム を構築する場合の両

方が考えられる。前者は競争的側面を，後者は協調的側面を，主要に示しているといえ

る。

　このようなことが可能にな った条件は，第１に，なんとい ってもグ ローパルな情報通
　　　　　　　　　１０）
信ネ ットワークの形成である。このシステム形成抜きに生産システムのグ ローバル化は

実現し得なかったであろう 。第２に，やはり流通 コストの低減である。Ａ国で部品生産

をおこない，それをＢ国の組立工場へ輸送し，さらにはＣ国の市場へ投入しうる安価な

輸送システムが形成される必要がある 。

　（２）産業組織のグ ローパル化と企業のグ ローバル化の関係

　次に，産業組織のグ ローパル化と企業のグ ローパル化の関係についての理解を述べる

ことにする。結論的に述べると ，産業組織のグ ローバル化と企業のグ ロー パル化は，相

対的に区別される必要がある。企業のグ ローパル化という場合，その企業の事業活動が

いかにグ ローバルにな っているかを説明することになる。すなわち購買，生産，販売 ，

研究開発，資金調達といったそれぞれの事業活動のグ ローバル化が検討される。企業の

グローバル化に関して理解しておく必要があるのは，その意思決定はトッ プ・ マネジメ

ントが握 っており ，世界的に展開される生産基地や販売拠点はその末端にすぎないとい

う点である。こうしたヒエラルヒー組織を持ちながらグ ローバル化を遂げるわけである 。

　これに対して，産業組織のクローハル化は，クローハル化し続けている企業間関係の

あり様を総合的に提える視点を提示している。いいかえると ，企業間関係の競争と協調

の両側面を明らかにする場面を提供しているともいえる 。

　また，究極的には企業のグ ロー バル化は産業組織のグ ローバル化をいずれもたらす関

係にあるわけだが，ある時点をとっ て見ると ，産業組織のグ Ｐ一パル化は様 々な組合せ

において存在する。このことをいくつかの事例を検討しながら，論じることにする 。

　まず，図１を説明すると ，縦軸が市場の性格を，横軸が生産に関する企業戦略を表し

（７３３）
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図１　産業組織のグ ロー バリゼ ーシ ョソ

市幻マル

　　　　　　　　　　　　　　１

間航空松産簑　　　　半導体産簑

　　　　　　　　　自動草産

ツク

　　　　　　国内生産（輸出）　　現地生産

出所）筆者作成 。

生産に関する

　　　　　　　企簑戦略
グローバル生産

ている。縦軸の市場はトメスティソ クとクローハル，横軸の企業戦略は，国内生産（輸

出），現地生産，グ ローバル生産からなる。縦軸の見方であるが，ドメスティックは各

国市場を独立的に見ており ，グ ローバルは世界市場を「単一的」に見ている。横軸の現

地生産は，国外に生産基地を有しているが，それはあくまでも国内工場の延長線上に位

置づけられていたり ，孤立的に存在していて，その企業システムが全世界 レベルで構築

されていないことをしめす。これにたいしてグ ローバル生産は，まさに全世界 レベルで

生産システムが構築されている 。

　０　民問航空機産業
　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
　最初に，図１にある民間航空機産業であるが，市場はグ ローバルであるが生産はドメ

スティッ クで，もっ ばら輸出という手段で外国市場に進出している。周知のように，民

間航空機産業における主要た企業は，ボーイ１／グとマクダネル ・ダグラスとエアバスの

３杜である 。１９６０年代以降のボーイング７２７とそれに引き続く７４７，７３７の成功によるこ

の産業におけるボーイングのリーダーシッ プ確立は，次々と他のメーカー の脱落を生み

出した。結局，アメリカにおいてはマクダネル ・ダグラスのみが，ヨーロッバでは，フ

ラソスとドイツそして後にイギリスが資本参加するエアバス ・イソダストリーのみが ，

ホーイノクのグ ロー ハル戦略に真正面から対抗することにな った（表１参昭）。

　１９７０年代以降，この産業の新機種開発費用は巨額に上り ，日本など他国の航空機企業

（７３４）
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や世界の航空機エンジン市場　　　　　表１　民間ジ ェット旅客機の受注実績

を３分するプラ ット ・アンド　　　　　　　
（１９８５年・確定）　　　　　　　 （単位 ：機）

　ホイ ットニー ＧＥ，ロー

ルスロイス，さらには航空機

産業を育成するために補助金

を出す各国政府を巻き込んで ，

提携関係の構築が重要な競争

手段とな っている。また，こ

の競争は，航空機を購入する

航空会杜やその意思決定に大

きな影響を有する各国政府が

需要者であることや，各航空

会杜が必要とする航空機の機

受注総数 １９８５年受注数

（ボーイング杜）

Ｂ－７３７シリーズ １， ５０２ ２８２

Ｂ－７４７ ６７２ ４１

Ｂ－７５７ １８４ ４５

Ｂ－７６７ ２１０ ２２

（マクダネル ・ダグラス 杜）
■

ＭＤ－８０シリーズ ４４６ １２０

（エアバス ・インダストリー 杜）

Ａ－３００シリーズ ２７５ ２４

Ａ－３１０ １１７ ２９

Ａ－３２０ ９０ ３９

出所）西沢利夫 ・名城鉄夫ｒシリーズ世界の企業　航空機 ・宇宙産
　　業」日本経済新聞杜，１９８７年，９べ 一ジ。原典は『日経エアロ

　　スベ ース」。

種が異なることから様々な提携関係が生み出されている 。

　このように，もはや一国単位ではこの産業の市場は成立しえなくな っており ，グ ロー

ハル戦略を有する上述の３杜を中心に様々な提携関係を結びなから，競争か展開されて
　１２）

いる。ただし，製造それ自体は集中的におこなわれており ，生産のグ ローバル化は行わ
　　　　　　　　　　　　　　１３）
れずに，もっ ぽら輸出という形態をとっ ている。しかし，最近では，日本の航空機企業

が参入するための端緒としてアメリカ企業の下請生産を担いつつあり ，生産部面もグ ロ

ーバル化しつつあるのが現状である 。

　　　　自動車産業

　次に，自動車産業であるが，これは市場も生産もともにグ ローバル化の途上にある産

業である。自動車産業は，米日欧の各企業がグ ローパルに競争を行いつつあるが，機械

技術を集約し，またきわめて裾野がひろく他の産業に対する波及効果の強い総合産業で

あることから，自国経済のテイクオフ をはかろうとする発展途上国政府が積極的に育成

しようとしている産業でもある 。

　このような状況のもとで，現在，米日欧の各自動車企業は小型車市場で激しい競争関

係にある。かつてはアメリカが大型車中心，欧日が小型車中心であ ったが，石油 ショッ

ク以降，アメリカ企業も積極的に小型車市場に参入し，その結果，米日欧各企業は小型

車市場で全面的な競争関係にある 。

　　　　　　　　　　　　　　　１４）
　例えぱ，ＧＭのワールドカー戦略は，１９７０年代半ぼ以降，Ｔカー Ｘカー Ｊカー

（７３５）
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Ｓカｒ　Ｔカーと次々に開発さ　　　　　表２　日本電気の半導体海外進出

れ， その後逆石油ショックや消

費者の中 ・大型車志向から中断

した形にな ったが，現在はサタ

ーン計画が進行中である。ワー

ルドカー構想とは，本国のテク

ニカルセンターが開発した車を

世界各国の子会杜が部品生産し ，

その部品を相互流通させ，同型

車種を大量生産し，世界各国市

場で販売するというものである 。

フォードは ヨーロッパの欧州 フ

ォード，アジアのマツダと起亜

産業を軸とした国際的生産 シス

テム を実現しており ，自動車産

業では，グ ローパル化の最も進
　　　　　　　　１５）
んでいる企業である。日本の各

自動車企業は，ようやくアメリ

カに現地工場を設立し終り ，ヨ

ーロッパでの現地工場設立を現

在すすめている。すでに，トヨ

タ， 日産などは発展途上国で組

立生産を行っているが，あくま

でも日本を中心とした放射状の

生産体制にすぎず，生産のグ ロ

　　　　　　　　　　　１６）
一バル化はこれからである 。ヨ

ーロッパ企業はフォルクスワー
　１７）

ゲンを除いて，グ ローバル化を

はたしておらず，ヨーロッパ規

模で工場の展開を図っている 。

　これにたいして，国際的な提

８１

国　　　名 年　　度
設立 Ｏｒ 操業） 備　　考

南北米

アメリカ（２） １９７８ ＩＣ（一貫）

ブラ　ジル Ｎ／Ａ 個別半導体

イ　ギ　リ　ス １９７２ ＩＣ（一・貴）

アイルランド １９７６ ＩＣ

シソガポ ール １９７６ 個別半導体 ・ＩＣ
東南アジア

マレーシア
１９７６ 個別半導体 ・ＩＣ

台　　　湾 Ｎ／Ａ ＩＣ

庄）国名欄のカ ッコ は工場数

出所）日本電子機械工業会編『半導体産業の現状と将来展望』
　　１９８８年４月 ，６４べ 一ジ ，同［海外生産法人リスト』（１９８８年）

　　より作成 。

表３　テキサス ・インスツルメントの
　　半導体海外進出

国　　　名 　年　度設立 ｏｒ 操業 備　　考

イギリス（２） １９５７ 個別半導体 ・ＩＣ
一貫，その他）

西ドイ　ツ Ｎ／Ａ ＩＣ（一貫）

　一フ　フ　ン　ス Ｎ／Ａ ＩＣ（一貴）

イ　タ　リ　ア Ｎ／Ａ 個別半導体 ・ＩＣ

スベイ　ン Ｎ／Ａ ＩＣ

ポルトガル Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

日　本（３） １９６８
ＩＣ
・ロ ジック ・マ
コン（一貫）

台　　　湾 １９６９ ＩＣ

シンガポール １９６９ 個別半導体 ・ＩＣ

マレーシア
１９７２ 個別半導体

フィリピン １９８０ Ｎ／Ａ

南米

ブラ　ジル Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

アルゼンチン Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

注）国名欄のカ ッコ は工場数 。
出所）日本電子機械工業会編『半導体産業の現状と将来展望」
　　１９８８年４月 ，６４－６５べ 一ジ，表５ ・３ ・４などから作成 。

（７３７）
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携関係はきわめて活発で，図２にあるように，米日欧の諸企業がその他の国の企業を含

めて複雑な関係を結んでいる 。

　　　　半導体産業

　最後に半導体産業は，市場も生産もともにグ ローバルな産業とな っている。製品の質

という点から見てみると ，半導体は，エレクトロニクス製品の性能を大きく左右すると

いう意味で基軸的な位置を占める部品であ って，グ ローバルな性格が非常に強い製品で

ある 。

　例えば，主要製品の一つであるＤＲＡＭをとっ てみると ，この製品は周知のように ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
６４Ｋ→２５６Ｋ→１Ｍ→４Ｍへと集積度が４倍になるという形で世代交替を繰り返すわけ

だが，これが全世界市場で同時に行われる。各半導体企業は，この世代交替の波に乗り

図３　半導体企業間の国際的提携関係

舳Ｓ

　・■

・　　・一．

　ＭＡＴＲ＾一１一・冊Ｓ　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｍ＾ＴＲ＾

ＳｌＧ、□…ＴｌＣＳ　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ｝ｕＰＳ

　　　　　　　ｌ１　　　　　 ｌ
　　　　　　　　　　　 ｒ　 」
　　　　　　　 １１．＿．

一舳 　　　　 。１。閉

匝・１ｈｒ　干１
　　　　　　 ．１

需　」１酬 一｛コ１

国」１ｒ静白 一

１畦干一干雪本一一一誓ヨ
１区１三｝　’　　　 ・・旧１阯１心・…皿・ 　［亟コ
１

１匝旺 一一一一一 和』 酬司
Ｌ　　　　　　　　 」１．　　　　 一匝垂コ

州 蝸ＴＲ州
”Ｃ醐ＹＳ正ＭＳ

１町日舳Ｔｍ阯

ＶＯＥＳＴ一糺Ｐ１旺

　　　　　　　　　　　　　　　　株式所行臼恢
　　　　　　　　　　　　　　　　セカンドソース笛定
　　　　　　　　　　　　　一・一’一技術供与笛定

出所）ＵｍｔｅｄＮａｔ１ｏｎｓ Ｃｅｎ肚ｅｏｎ Ｔｍｎｓｎａｔ１ｏｎａ１Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎｓ，ｐ１４７

（７３８）
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遅れず，しかも早すぎて需要者をつかむことに失敗することがないような的確な時期を

選択して参入をはからねぱならない。結果として，日本企業が世界のＤＲＡＭ市場のほ

とんどを占めてしまっ ている 。

　次に，生産のグ ローパル化であるが，日米の主要ＤＲＡＭ生産企業である日本電気と

テキサス ・インスツルメント（以下，ＴＩと略す）の生産体制は次のようにな っている 。

日本電気の１９８６年の２５６Ｋ　ＤＲＡＭ生産は，一月当り日本国内で５００万個，アメリカで
４００万個，イギリスで１００万個の計１，Ｏ００万個である。他方，ＴＩのそれは，アメリヵと日
　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
本のそれぞれで４００万個づつである。また，生産体制全体をみると ，日本電気は８工場

（南北米に３つ，ヨーロッパに２つ，東南アジアに３つ）を有し，生産体制の中核である一貫

工場もアメリカとイギリスに有している。他方，ＴＩは１６工場（ヨーロツパに７つ，日本 ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）東南アジアに７つ，南米に２つ）を有し，一貫工場を英，西独，仏，日本に有している（表

２および３を参照）。 これを生産額で見ると ，前者の日本電気の半導体海外生産額は５００億

円（全生産額は４，６００億円，１９８６年）であり ，後者のＴＩの子会杜である日本ＴＩの生産額は１ ，１００億

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
円（ＴＩの全半導体生産額を円換算すると３，１７０億円，１９８６年）である

。

　さらに，国際提携についてであるが，技術提携，業務提携ともにきわめて活発に行わ
　　　　　　　　２２）
れている（図３参照）。

　　１）ＲＥＣａｖｅｓａｎｄＭＥＰｏ血ｅｒ“ＴｈｅＤｙｎａｍ１ｃｓｏｆＣｈａｎｇｍｇＳｅ１１ｅｒ Ｃｏｎｃｅｎｔｍｔ１ｏｎ”Ｄ１ｓ

　　　 ｃｕｓｓ１ｏｎ　Ｐａｐｅｒ　Ｎｏ，６７９Ｄｅｃｅｍｂｅｒ１９７８，Ｈａｗｅｒｄ　Ｉｎｓｔ１ｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍｌｃ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ， Ｈａｒｖａｒｄ

　　　Ｕ
ｎｉＶｅｒＳｉｔｙ

　　 ２）Ｍ・Ｅ・Ｐｏｔｅｒ，Ｃｏ砂３〃伽８肋〃馴，Ｆｒｅｅ　Ｐｒｅｓｓ，１９８０（土岐坤，中辻萬治，服部照夫訳ｒ競

　　　争の戦略』ダイヤモンド杜，１９８２年）

　　 ３）Ｍ・Ｅ・Ｐｏｔｅｒ，Ｃｏ砂３〃眺Ａ加舳勿ｇ３，Ｆ
ｒｅｅ　Ｐ

ｒｅｓｓ，１９８０（土岐坤，中辻萬治，小野寺武夫

　　　訳『競争優位の戦略』ダイヤモンド杜，１９８５年）

　　 ４）Ｍ・Ｅ・Ｐｏｔｅｒ，“Ｃｏｍｐｅｔｉｔｉｏｎ　ｉｎ　Ｇ１ｏｂａ１Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ： Ａ　Ｃｏｎｃｅｐｔｕａ１Ｆｒａｍｅｗｏｒｋ，” Ｅｄｉｔｅｄ　ｂｙ

　　　ＭＥＰｏｔｅｒ，Ｃｏ砂３肋ｏ〃舳ＧＺｏ６ｏ〃〃６勿５伽３３ ＨａｒｖａｒｄＢｕｓｍｅｓｓ ＳｃｈｏｏｌＰｒｅｓｓ，１９８６（Ｍ

　　　Ｅ ．ポーター「グ ローバル業界における競争一その理論的フレームワークー」土岐坤，中辻

　　　萬治 ，・」・野寺武夫訳『グ ローバル企業の競争戦略』 ，１９８９年）

　　５）　１６〃，Ｐ．１８（邦訳，２２ぺ 一ジ）

６）〃泓，Ｐ．１８（邦訳，２２ぺ 一ジ）

７）〃〃，Ｐ．１７（邦訳，２０－２１べ 一ジ）

８）企業内国際分業によるグ ローパル化である 。

９）国際的提携関係を利用したグ ローバル化である 。

１Ｏ）シャープは日 ・米 ・英 ・シンガポールを拠点とした世界４極にまたがるグ ローバル ・ネ ッ

　トワークを構築し，世界４１カ国で経営清報交換を行うことを決定し（『日本経済新聞』１９８９

（７３９）
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　年６月２０日），ソニーも日 ・米 ・欧 ・東南アの４極の製 ・販 ・物流オンラインシステムを本

　格的に導入することを決定している（［日本経済新聞』１９８９年１１月２７日）。 この分野で先行し

　ているＩ　ＢＭだげでなく ，多くの企業が情報通信ネ ットワークのグ ローバル化をはかろうと

　している。情報通信ネ ットワークの経営戦略上の重要性については，Ｃ．Ｗｉｓｅｍａｎ，３肋惚加

　１〃加榊此〃的晩舳，１９８８（土屋守章 ・辻新六訳［戦略的情報システム』ダイヤモンド杜 ，

　１９８９年）を参照 。

１１）以下の説明は，ＭＹＹｏｓｈｍｏ
“Ｇｌｏｂａ１Ｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｏｎｍａＳａ１ｍｔＩｎｄｕｓｔｒｙＴｈｅＣａｃｅｏｆ

　Ｃｌｖ１１Ａ１ｒｃｒａｆｔ，” Ｅｄ１ｔｅｄｂｙＭＥＰｏｔｅｒ，Ｃｏ卯３舳ｏ〃閉ＧＺｏ加〃〃４“５炉脇，ＨａｒｖａｒｄＢｕｓ１

　ｎｅｓｓ　Ｓｃｈｏｏｌ　Ｐ
ｒｅｓｓ，１９８６（吉野作太郎ｒある華やかな業界のクローハル競争　民間航空機の

　事例一」土岐坤，中辻萬治，小野寺武夫訳［クローハル企業の競争戦略ｊ ，１９８９年）を参昭 。

１２）　この産業を構成する企業は周知のように軍用航空機製造も手掛けており ，民間用と軍用は

　一体不可分である。実際，ポーイングで軍用輸送機比率が３割，マクダネル ・ダグラス が５

　割を占め，エアバス ・インダストリーに出資している各企業の軍用比率も高い。詳しくは ，

　西沢利夫 ・名城鉄夫［シリーズ世界の企業　航空機 ・宇宙産業』日本経済新聞杜，１９８７年を

　参照 。

１３）同上，を参照 。

１４）柴田紘一郎 ・大道康則 ・居城克治『シリーズ世界の企業　自動車』日本経済新聞杜，１９８６

　年，２０－２７べ 一ジ 。

１５）同上，１２８－１３７べ 一ジ 。

１６）塩見治人「企業国際化とクル ーフ 管理機構　 トヨタ自動車のケースー」坂本和一　下谷政

　弘編著丁現代日本の企業グルーブ』東洋経済新報杜，１９８７年 。

１７）柴田　大道　居城，目１１掲書，１７２－１７９へ 一ソ 。

１８）　日本電子機械工業会編［半導体産業の現状と将来展望』日本電子機械工業会，１９８８年４月 ，

　１２べ 一ジ 。

１９）矢野経済研究所編［８７半導体市場の中期予測』矢野経済研究所，１９８７年，１０２べ 一ジ 。

２０）　日本電子機械工業会編，則掲書，６４－６５へ一ソを参昭 。

２１）矢野経済研究所編，前掲書，９９および２２２べ 一ジ 。

■　産業組織のグローハル化の現段階

　前節で，産業組織のグ ローバル化と企業のグ ローバル化は区別される必要があると同

時に，企業のグ ローバル化が産業組織のグ ローパル化をいずれもたらす関係にあること

を指摘した。本節の課題は，産業組織のグ ローバル化がどのように進展してきたのかを ，

歴史的に明らかにすることである 。

　すでに，指摘したように，産業組織はまず一国 レベルで形成されるか，企業の国際的

（７４０）
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活動，とりわげ対外直接投資によっ てやがて，一国 レベルを越えていく 。この後者が産

業組織のグ ロー バル化といわれる現象である。現在，グ ローバルな産業組織が形成され

つつあるが，これまでに次のような３つの段階をたどっ てきた。〔１〕プレ ・グ ローバ

ル段階，〔２〕米欧多国籍企業の相互浸透段階，〔３〕米欧日グ ロー バル企業の相互浸透

段階（産業組織のグ ローバル化段階）の３つの段階である。以下では，それぞれの段階の

特徴を明らかにする 。

　〔１〕　プレ ・グ ローパル段階

　産業組織の形成は，当然のことながら資本主義経済 メカニズムの形成とともに行われ

た。

　１８世紀後半から１９世紀半ぽすぎまでは，繊維産業をはじめとする軽工業中心の産業構

造が形成されたわけだが，それぞれの産業では，一工場：一企業を競争の主体とする原

子的な レベルでの競争が行われていた。産業革命を最初に成し遂げたイギリスは，他国

　他地域を自らの商品を販売する市場とし，かつ原材料等を調達してくる場所として自

らの勢力圏に取り込みながら，自立的な国民経済を形成することに成功した。ここにお

いて，各個別産業組織は国民経済の枠内で成立したわけである。国際化は原材料の輸入

や製品の輸出という形態で行われており ，各産業組織と他国 ・他地域との結び付きもこ

のレベルのことであ った 。

　周知のように，イギリスに引き続いて，フラソス，ドイツ ，アメリカなどが次 々に産

業革命に成功し，資本主義経済 メカニ ズムが各国において主要な経済 メカニ ズムとして

成立していく 。１９世紀半ばには，資本主義経済体制をとる国が多数あらわれ，産業組織

も一国 レベルで次 々に形成されてい った 。

　このような一国 レベルで形成された産業組織が変化するのは，１９世紀後半から徐 々に

現れてくる直接投資，とりわけても他国での工場建設という形態をとる対外直接投資で

ある。この動きは１９世紀末からいよいよ大きくなるわけで，イギリス，ドイツ ，フラン

ス， アメリカといった諸国が，対外直接投資を大きく増大させた。国外への投資は直接

投資だけでなく間接（証券）投資形態をもとるが，産業組織の国際化と関わって重要な

のは，前者の動向である 。

　もちろん，こうした動向をもたらしたものとして，企業の大規模化を指摘しないわけ

には行かない。１９世紀後半からの企業間競争は，多数の企業の競争からの脱落と少数の

企業の規模増大をもたらした。チャソドラーが指摘する ，大量生産（大量バッチ，連続生

（７４１）
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産）を実現する大規模工場と大量消費を実現する流通組織，販売組織およびこれらのシ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
ステムを管理する多機能管理組織などを有する大企業の出現である。そして，大企業同

士の競争，つまり寡占（独占的）競争が支配的となるのだが，これを支えたのが，鉄道

と船舶による大量輸送手段の実現である。石油，自動車，化学，電機などの産業に属す

る大企業の一部が，さらなる規模の経済性を求め外国に進出していく 。

　しかし，当時の対外直接投資，とりわけ製造業に対するそれは先進国向けよりも植民

地や後進国向けが大きかったのが現実である。このような状態は，結局のところ第二次

世界大戦まで引き継がれることになる。それぞれの帝国主義国が植民地等にたいする直

接投資を中心にしているわけであるから，この段階はグ ローバル段階ではなく ，いわぱ

プレ ・グ ローバル段階ともいうべきものとして特徴づけられる。ホブソンをはじめとし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
て， 帝国主義国による植民地の分割闘争についての実証的研究は数多く行われているが ，

産業組織の国際化という視点から見ると ，次のようにいうことができる。生産基地の進

出はありつつも，非資本主義的要素の強固な残存物を利用した形での植民地支配を行 っ

たため，植民地全体が資本主義化することはなかった。つまり ，植民地等は全体として

は原料調達と製品販売市場として位麿づけられていたため，産業組織のグ ローバル化と

いうに足る状態には至らなかった 。

　〔２〕　米欧多国籍企業の相互浸透段階

　次の段階は，１９５０年代後半以降の多国籍企業の急速な増大によっ て特徴づけられる 。

１９５０年代後半以降のアメリカ多国籍企業のヨーロッパ進出と１９６０年代以降のヨーロッパ

多国籍企業のアメリカ進出は，直接投資先が先進国中心に変化する事態をもたらしてい

る。

　実際，この間のアメリカから ヨーロッバおよびヨーロッバからアメリカヘの対外直接

投資残高は次のようにのびている 。

　アメリカのヨーロッパに対する直接投資残高は，１９５７年は４１億ドルでアメリカの直接

投資残高全体に占める比率も１６．３バーセソトであったが，１９６２年には８９億ドルで比率が

２４パーセソト ，１９７０年には２４５億ドルで比率が３１．４パーセソトになり ，１９７６年には５５１億

ドルで比率が４０．６パーセ１■トにもな っている。これに対して，ヨーロッパのアメリカヘ

の直接投資は，１９６２年は５２億ドル，１９７０年は９６億ドル，１９７７年は２０２億ドルにた ってい

る。１９７６年のアメリカとヨーロッパの直接投資残高の合計が２，３９９億ドルであるから ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
相互の投資残高合計の７５３億ドルはその３１．４バーセソトにもなる 。

（７４２）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
　こうした状況をハイマーは詳しく検討しており ，彼によると次のような理由がこうし

た状態をもたらした 。

　アメリカの１９５０年代と１９６０年代の対外直接投資の急増の理由は，次の３点から説明さ

れる。第１は，アメリカ企業か規模の巨大化と新しい事業部制機構を得たことにより
，

より広い視野と世界的展望を得たということである。第２は，コミュニケーションにお

ける技術的進歩（航空機革命と電子革命）か世界的規模での挑戦に対する新しい自覚を呼

び起こし，かつ競争の新しい源泉を発見したことから既存の制度に安閑としていられな

くな ったということである。第３は，ヨーロッパと日本の急速な成長である。アメリカ

市場に閉じ込もっ ていた企業は，急速に成長している ヨーロッパ企業と日本企業との競

争レースに立ち後れていることに気づいたというわけである 。

　また，１９７０年代の傾向を次のように指摘している。それは，アメリカのみならず ヨー

ロッパのすべての巨大企業の多国籍化の強化である。ヨーロッパ企業は，第１に ヨーロ

ッパ市場へのアメリカ多国籍企業の浸透に対する反作用として，第２に自らの成長の自

然の結果として，対外直接投資を拡大し，アメリカ市場へも入り込んでいる。このプ ロ

セスは，すでに現在進行中であ って，さらに加速されることが予想される 。

　ハイマーの分析からも明らかなように，この段階において特徴的なのは，アメリカ多

国籍企業とヨーロッパ多国籍企業のグ ロー パル化の進展と米欧多国籍企業の相互浸透関

係の形成である。この後者の相互浸透関係を産業組織論の観点から見ると ，一国 レベル

で形成された産業組織が既存の枠組みを越えるという事態を意味している。これまでの

産業組織の国際化は，〔１〕で述べたように，輸出入を中心としたものであ って，生産

基地の本格的対外展開（企業内国際分業の進展）を迎えたこの段階にな って初めて，産業

組織の枠組みの基本的変化が生じたわけである。しかもこの生産基地の対外展開は，へ
　　　　　　　　　　５）
ライナー（Ｇ．Ｋ．Ｈ・１１・ｉｎ・・）などが主張する企業内貿易をもたらし，国際貿易に多大な影

響を与えている。そして，この産業組織の枠組みが一国 レベルを越えるようにさせた主

導力は，アメリカとヨーロッパの多国籍企業であ った 。

　〔３〕　米欧日グ ロー バル企業の相互浸透段階（産業組織のグ ローバル化段階）

　１９８０年代以降に顕著に見られるようになったのは，日本企業のグ ローバル化である 。

特に１９８５年以降の日本企業の対外直接投資の伸びは大きく ，１９８４年に１ＯＯ億ドルをよう

やく越えた投資額が，１９８６年は２２３億ドル，１９８７年は３３４億ドル，そして１９８８年は４７０億

ドルにな っている。製造業に限定しても ，１９８４年に２５億ドルであ ったものが，１９８６年は

（７４３）
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３８億ドル，１９８７年は７８億ドル，そして１９８８年に１３８億ドルにまでな っている。しかもそ

の４分の３以上がアメリカとヨーロッパヘの直接投資である（対外直接投資全体では，ア

　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
メリカとヨーロッバの比率は３分の２ほどである）。

　このように日本企業のグ ローバル化は，それまでのアメリカとヨーロッパの企業のグ

ローバル化による米欧多国籍企業の相互浸透段階から，アメリカ ・ヨーロッバ ・日本の

グＰ一バル企業による相互浸透段階への変化をもたらしている。さらに，米欧日企業の

グローバル化は，アメリカ ・ヨーロッバ ・日本の３極を中心とする産業組織のグ ローバ

ル化をもたらしている。現在の産業組織は，一国 レベルではなく ，グ ローバルレベルで

形成されつつあるということである 。

　産業組織のグ ローバル化は，具体的には米欧日企業のグ ローバル化による産業組織の

世界的な「単一化」という現実を説明している。さらに詳しくいえぱ，アメリカはカナ

ダと南米に，ヨーロッパはアフリカと中近東に，日本は東 ・東南アジアにより深い関係

を有しつつ，アメリカとヨーロッバと日本が相互に浸透しあう関係が形成されている

（関係を取り結ぶ主体はあくまでも企業であるが）。 このような精疎をもちつつも，産業組織
　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
がグ ローバル化しているということである 。

　また，最近の動向として注目されるのは東 ・東南アジア地域の急速な発展である。こ

の地域の世界貿易に占める比率は急速に高まり ，また域内貿易や域内直接投資も急速に

増大している。もちろんこの地域の発展は，日本やアメリカのグ Ｐ一バル企業の進出に

よる側面が強いのだが，それだけでは説明できない事態が生じており ，３極中心の産業

組織のグ ローパル化に対して，第４極目になる可能性を秘めているといえよう 。さらに

最近問題にな っている杜会主義諸国の動向も注目しておく必要がある。経済的苦境を先

進資本主義諸国からの資本や技術の導入によって回復しようとする動きは，いまだ流動

的ではあるが，資本主義経済と杜会主義経済の関係をより深めるものとして見ることが

できる。杜会主義諸国への直接投資が従来の制限的な合弁形態などの水準を大きく越え

るならぱ，産業組織のレベルでもグ ローバル産業組織に杜会主義諸国の産業組織も組み

込まれて行くことになろう 。

　これらはすべて今後の動きによるものであ って，現時点でのグ ローバル産業組織の玩

実は，上で述べたように３極を中心とするものである。第２節の〔３〕で明らかにした

産業組織のグ ローバル化は，以上述べた段階をへて形成されたわけである 。

　ただし，第二次世界大戦後に形成された産業（特にハイテク産業）は，一国 レベルでま

ず産業組織が形成され，後にその枠組みを越えて，次第にグ ローバル化するという段階

（７４４）
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を必ずしもたどるわけではない。すなわち，始めからグ ローバルな産業組織として形成

される場合がある。例えば，民間航空機産業や コ１■ピ ュータ産業は，Ｒ＆Ｄがきわめて

大きく ，グ ローバルな事業展開をしなければ競争に打ち勝つことが出来なかったし，ボ

ーイ１■ グとＩＢＭというガリバー企業中心の産業組織が世界的 レベルで形成されている 。

また，半導体製造装置産業や医療機器Ｃ　Ｔスキャナー産業などのハイテク産業もグ ロー

バルな産挙組織を始めから形成している 。

　これは，第１に，少なくともアメリカとヨーロッパと日本の需要者をはじめから対象

にした経営戦略をとりうる巨大企業が，新たな事業領域を求めて活動することから生じ

る。 つまり ，世界的規模での事業活動を行いうる巨大企業が，当初の量的には小規模な

段階で市場に参入するわけである。第２に，新たな事業を展開するとき，世界的規模で

採算を考えなけれぼならないほど必要投資規模が巨大化したことによる 。

　　１）　Ａ・Ｄ．Ｃｈｍｄｌｅｒ，Ｊｒ，丁加Ｗ３三〃３Ｈ伽ゴ ：丁加ルｒ伽昭ぴわＺ　Ｒ６刀ｏＺ〃ゴｏ刀ゴ〃 Ａ閉ぴ加舳Ｂ洲三

　　　 〃似ＴｈｅＢｅｒｋｎａｐＰｒｅｓｓｏｆＨａｒｖａｒｄＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙＰｒｅｓｓ，１９７７，Ｃｈ，９（鳥羽欽一郎 ・小林袈裟

　　　治訳『経営者の時代一アメリカ産業における近代企業の成立一』東洋経済新報杜，１９７９年，第

　　　９章）

　　 ２）Ｊ・Ａ・Ｈｏｂｓｏｎ，１卿加〃以ｏ ８伽勿， １９０２（矢内原忠雄訳『帝国主義論』岩波書店，１９５１

　　　年および１９５２年）

　　３）宮崎軍一・ 奥村茂治 ・森田桐郎『近代国際経済要覧』東京人学出版会 ，１９８１年，２１８およ

　　　び２２６ぺ 一ジ 。

　　４）　Ｓ・Ｈ・Ｈｙｍｅｒ，丁加１〃６閉〃ゴｏ舳Ｚ０欠ｍ〃ｏ狐 げＮ〃ゴｏ舳Ｚ〃ブ閉ポＡ３伽勿げＤ加ｄ亙ｏ脈

　　　ゆ１舳６舳６〃，１９７６（宮崎義一訳『多国籍企業論』岩波書店，１９７９年）

　　５）Ｇ　Ｋ　Ｈｅ１１ｅｍｅｒ，１〃肋一ハ舳Ｔｍゐ伽３丁加Ｄ舳３Ｚｏ戸閉９Ｃｏ舳ケ欄Ｔｈｅ　Ｍａｃｍ１１ａｎ

　　　Ｐｒｅｓｓ，１９８１（関下稔 ・中村雅秀訳『多国籍企業と企業内貿易』 ミネルヴ ァ書房，１９８２年）

　　６）経済企画庁編『１９８９年版　経済白書』１９８９年，５７４－５７５ぺ 一ジ 。

　　７）　こうした状況をトライアド ・パワーとして説明するのが，大前研一『トライアド ・パワー

　　　一２１世紀の国際企業戦略一』講談杜，１９８５年である 。

結びにかえて

　本稿では，第１に，「産業組織のグ ローバル化」という考え方を提示し，その上で企

業のグ ローバル化と産業組織のグ ローバル化は相対的に区別される必要があることを明

らかにしてきた。第２に，米欧日のグ ローパル企業の相互浸透が産業組織のグ ローバル

化をもたらしていること ，および現段階は米欧日の３極を中心とする産業組織のグ ロー

（７４５）
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パル化段階であることを指摘してきた。企業はいまやグ ローバル産業組織において競争

と協調の関係を取り結ぶようになっているわげである。ただし，それは一路「単一化」

に向かうわけではなく ，こうしたグ ローバル化の動きを押しとどめようとする作用も働

いている 。

　こうした現実は，企業がグ ローバルな産業組織を念頭において，経営戦略をたてるこ

とを必要にしている。また，我々が産業分析を行う際に有してしておくべき視野でもあ

る。

（７４６）


